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単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

02/03

2,200.00

佐々木　亮

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
大田文子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.50

137,595

0826
42-0049

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

小学校費及び中学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

179

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

●消耗品等の経常経費の削減をおこなった。

解決できていない課題

●児童生徒数の減少により、１人当たりのコストは年々上がっている。

③

137,595

2,200.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

19.00

2,200.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

33,693,258

1,773,329.371,866,789.00

19.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

137,028

必要人員

137,028

100.00%

－

43,990.75

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

小・中学校数
19.00

児童生徒数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 93,943,925

2,147.00

一般財源等

35,468,991

合計

88.00

25年度

2,200.00

94,448,149

－

19.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

×

－

97.59% －

42,701.78

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

19.00

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

小中学校数による

平成１９年度当初の学校数を基準
とし、施設数対比による
【総務管理費】

年度実績値

146,696一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

市内小中学校の学校運営を円滑に進めるとともに、適正な予算執行を促進する
　限りある予算の中で、最善の教育効果を実現するため、効率の良い適正な予算執行に努める
　事務局の直接管理と共同事務室の実効性の向上のために、予算執行体制の確立を図る
市内小中学校の事務職員が共同で事務執行をすることで、事務職員の専門性を高める

・学校運営上必要な経費を各学校に予算配当
・適正な予算執行指導（共同事務室及び各学校の事務職員を対象とする）
・学校運営に関する要望調整

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等133,525

24年度 25年度

国県補助金等

学校管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

小学校１３校／中学校６校

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

小・中学校管理運営事業

9 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 132,791

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

校数

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

146,696

児童生徒数による

少子化対策との連携
平成１９年度当初の生徒数を基準
とし、人数対比による
【小中学校個別配当分】

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

×

○

○

×

Ü

○

Ü

○

○

○

Ü

Ü

合計

×

Ü

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

146,696

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,237

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,070

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 小・中学校管理運営

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

179 教育委員会 教育総務課（小・中学校管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月
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（ ）

円 円 円

円 円 円

●
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3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

27 3

407

基本方針

主要施策

対　　　象
（誰のために）

財源（千円）

－

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市
民
参
画

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,005

備 考
（指標の計算方法、算式等）

6,324

人件費 424

指　標　名

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
対象園児比率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

園

単位

対　前　年　比

実績値

コ ス ト

対　前　年　比

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

私立幼稚園

主な
関連

予算・
事業名

項

平成 16

私立幼稚園の安定的な施設運営の健全化に資する。

大事業 02

10

私立幼稚園就園奨励費助成事業

9 平成

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

内　　　容

コスト（千円）

人件費

国県補助金等

学校教育総務費

直接事業費

施　 策 教育環境の整備

財源（千円）

1,441

コスト コスト（千円）

5,165 1,268

24年度 25年度

コスト（千円）

受益者負担

0.05

合計 6,005一般財源等

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等

人

6,005一般財源等

人件費受益者負担

26年度

人

千円

年度

千円

計画値

－

－

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

単位当たりコスト①

年度－

補助金申請を行った園数

－

90.00

目標値
（目標年度）

24年度 25年度 26年度

計画値

実績値

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

－

83.33% －

1,037,283.33

受益者負担

有
効
性

6,223,700

5.00

人

10.00

今後の計画値
（計画年度）

対象私立幼稚園数

－

実績値

計画値

－

1,033,080.00

6.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

指　標　名　等

5,307

必要人員

6,748 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

合計

9.00

6.00

－

－

5,165,400

85.00 77.00

90.00 90.00

－ 休止、廃止をする

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

補助対象園児数／全園児数
４８／６２

－

年度

年度－

－

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

③

改善項目

①

②

解決できていない課題

●国の補助制度の内容変更により、補助対象者が毎年のように変更にな
り、事務も複雑になっている。

他事業と統合する
資源配分の方向性

152

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

受益者負担を検証している

一般会計

款

目

03中事業

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

0826
（42）0049

教育委員会事務局　教育総務課

効
率
性

安芸高田私立幼稚園運営費補助金交付要綱に基づく補助金交付。なお、平成１９年度より安芸高田私立幼稚園就園奨励費補
助金として、保育料の減免を行った設置者に対し補助金を交付する。

1

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

－

0.05

4,304

5.00

5,572

2.00

25年度

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
大田　文子

担当部課

作成者氏名

佐々木　亮

交付対象は事業実施市町村の住民であることとされており、他
市町
に通園する園児も対象となる。対象者の把握が難しいため、広
報・ホームページ等によりさらによりきめ細かい情報提供を行
う必要がある。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市内に所在する私立幼稚園への就園を対象としていたが、市内
在住者が市外の幼稚園へ就園する場合についても、制度運用の
拡大をした。
　少子化対策と併せ、男女共同参画推進の観点からも本制度へ
の需要は高まっており、若者定住対策の施策展開として制度の
充実が望まれる。

国の施策として少子化に対応するため、補助対象者及び補助金
額が
拡大してきており、今後も支出額が増大すると思われる。

　平成１９年度より、国の幼稚園就園奨励費事業に準じ安芸高
田私立
就園奨励費とした。支出額は増となったが、国の基準により事
業の趣旨及び支出の根拠も明確となった。公立幼稚園と比較し
て保育料負担の大きい私立幼稚園保護者にとってニーズの高い
ものとなっている。他市町の私立幼稚園に通う保護者への助成
も増えてきており、私立幼稚園に通学する保護者に対しては望
まれる制度ではあるが、拡大の一途をたどることにより、財政
を逼迫することもある。

Ü

×

×

Ü

Ü

○

○

国や県と重複のない事務事業である

01 教育総務費

事務局費

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

学校教育管理費（事務局費）

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

備考欄（留意事項）チェック

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

152 教育委員会 教育総務課（私立幼稚園就園奨励費助成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 26

施　 策 教育環境の整備
3

27 3

4,237

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,769

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

10,017

Ü

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

×

○

10,017

計画値は、５月１日現在園児児童
生徒数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,405

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学校保健推進事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

事務局費

学校教育総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

幼稚園、小学校、中学校在籍児童生徒及び県費負担教職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・対象者全員に健康診断を受けてもらい、健康状態の把握を行う。
・疾病の早期発見を可能にすることで、健康で明るい学校生活を送ることができる。また、健康の保持増進と学習能率向上
の基盤を作る。

・児童、生徒の健康診断を学校医、学校歯科医、耳鼻科医師、眼科医師の協力のもとに実施（６月下旬まで）。【学校保健
安全法】
・尿検査、ぎょう虫検査及び心電図検査を業務委託。
・内科検診及び問診で結核の疑いがある場合は、結核対策委員会で協議。
・教職員は、市の定期健康診断か人間ドックを受診し、管理職は、その結果を基に健康管理医と連携し仕事量など適切な措

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,021

実績値

10,017一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

128.00

0.50

単位当たりコスト①

92,000

－

－

計画値

実績値

－

96.10% －

3,275.06

38.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

Ü

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

一般財源等

1,712,331

合計

0.00

25年度

2,232.00

7,002,121

－

110.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,309,944

2,145.00

教職員定期健康診断受診人
数

110.00

児童生徒健康診断受診人数

－

実績値

計画値

67.97%

－

3,264.39

実績値

単位当たりコスト③

実績値
健康管理医利用回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

104.00

合計

人

指　標　名　等

13,642

必要人員

13,642 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,243,559

14,293.7813,377.59

87.00

110.00

2,148.00

－－

4,000.00

23.00

24年度 25年度

38.00

20.00

80,000

4,000.00

86.96%

38.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

15,790

2,235.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

157

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.85

15,790

0826
（42）0049

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

学校教育管理費（事務局）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
福永理世

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　亮

チェック

Ü

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

2,104.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

157 教育委員会 教育総務課（学校保健推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

個人情報及び業務内容の観点から、市民参画については、該当事項がないため

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

100.00

佐々木　亮

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
岡田　佑太

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.30

4,821

0826
（42）0049

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

学校教育管理費（事務局）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

160

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

4,821

100.00

H27 年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

災害給付金給付数／災害保険加入
者数

18.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

400.00

100.00

－

14.50 14.69

18.00 18.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

320.00

計画値

コ ス ト

計画値

93.00

合計

人

指　標　名　等

6,245

必要人員

6,245

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

災害共済延件数
400.00

災害保険加入者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,116

100.00

一般財源等合計

53.00

25年度

100.00

－

400.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

100.00% －

21.16

計画値

－

計画値

実績値

100.00100.00

100.00 100.00

100.00

－

－

100.00

18.00

新入学児童に対し、毎年給付して
いる

人

千円

H27320.00

0.45

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

400.00

年度

100.00

H27実績値

2,317一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・登校時や学校生活において、児童生徒の安全を確保し、安心して学校生活を送れるよう体制を整える
・学校活動における不慮の災害に備え、全児童生徒に災害保険をかけることにより、教育活動を円滑に進めていく

・登校時の安全確保のために、児童生徒に防犯ブザーや熊除け鈴を給付
・日本スポーツ振興センター災害保険の全児童生徒の加入を推進

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,379

24年度 25年度

国県補助金等

事務局費

学校教育総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内小・中学校の児童生徒

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

安全管理事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,432

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

率

単位

率
防犯ブザー、熊除鈴給付率

指標化できない成果

計画値

実績値
災害保険使用率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

2,317

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

×

Ü

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

2,317

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,813

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,442

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 25

施　 策 教育環境の整備
3

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

160 教育委員会 教育総務課（安全管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

×

×

備考欄（留意事項）チェック

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

×

国や県と重複のない事務事業である

01 教育総務費

事務局費

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

学校教育管理費（事務局費）

今後の利用方法について検討する中で、他への転用等を考慮す
べきである。

教職員の人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる教職員
の
ために建設した教職員住宅の借り入れ資金の償還事務である。
　建設当初から２戸のうち１戸が空き家となっている。（ただ
し２２年度は県費教職員が入居したため、２戸の利用がされ
た）
　今後建設年数の経過とともに修繕等の必要が出てくることが
かんがえられ、また居住希望者が継続していくかどうかは不透
明なところがあるため、今後の利用方法について検討する必要
が考えられる。

Ü

×

Ü

Ü

Ü

○

佐々木　亮

住宅建設は、人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる教
職員の利用を目的としている。またその資金は公立学校共済組
合からの融資となっている。そのため入居者は、学校教職員に
限定されている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

住宅建設は、人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる教
職員
の利用を目的として行われた。
　本年度は１戸の利用がされている。
　ただし、修繕等の必要な施設もあり、また今後も居住希望者
が継続していくかどうかは不透明なところがあるため、今後の
有効利用について検討する必要が考えられる。

25年度

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
大田文子

担当部課

作成者氏名

1

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

0.25

4,875

2.00

5,055

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

0826
（42）0049

教育委員会事務局　教育総務課

効
率
性

整備に係る経費について、学校共済組合より基準額に応じて借用し、20年間で返済する。

受益者負担を検証している

一般会計

款

目

03中事業

176

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

解決できていない課題

他事業と統合する
資源配分の方向性

③

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

年度

－

年度

１人/１人

－

年度

休止、廃止をする

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

100.00 100.00

100.00 100.00

－

－

指　標　名　等

3,264

必要人員

3,444 一般財源等

時間外勤務手当 千円

2４年度

合計

44.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

入居者数

－

実績値

計画値

1

2.002

有
効
性

3,018,000

1.00

人

10.00

今後の計画値
（計画年度）

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

100.00% －

3,018,000.00

計画値

実績値

100.00

50.00 50.00

24年度 25年度 26年度

家族用住宅２戸のうち入居１戸

－

100.00

100.00

目標値
（目標年度）

１戸/２戸（高宮町川根地区）

年度－

100.00

－

計画値

－

－

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

単位当たりコスト①

人

千円

年度

千円

0一般財源等

人件費受益者負担

2６年度

受益者負担

0.05

合計 0一般財源等

180

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等

人

財源（千円）コスト コスト（千円）

3,020

24年度 25年度

コスト（千円）

受益者負担

内　　　容

コスト（千円）

180 人件費

国県補助金等

学校教育総務費

直接事業費

施　 策 教育環境の整備

教職員住宅維持管理事業

9 平成

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市立小中学校へ勤務する教職員

主な
関連

予算・
事業名

項

平成 16

教職員の福利厚生の一環として、自宅から勤務地まで遠距離となる教職員のための住宅を整備した。

大事業 02

10

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

実績値

コ ス ト

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

入居率
（入居戸数/設置戸数）

指標化できない成果

計画値

実績値

入居率
（入居数/入居希望数）

○

○

Ü

×

×

×

×

×

○

×

×

○

×

×

合計

×

×

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

3,020

人件費 424

指　標　名

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市
民
参
画

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

27 3

2,035

基本方針

主要施策

対　　　象
（誰のために）

財源（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

176 教育委員会 教育総務課（教職員住宅維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

115.00

佐々木　亮

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
福永理世

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.85

8,045

0826
42-0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事務局総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

181

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

8,045

115.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

115.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

156.00

合計

人

指　標　名　等

7,538

必要人員

7,538

－

9,800.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

教職員等パソコン運営管理
サポート実施回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,183,350 1,315,872

115.00

一般財源等合計

149.00

25年度

115.00

1,127,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

×

－

100.00% －

10,290.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

0.75

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

学校施設の管理上必要な調査を実施し、情報を集約し、計画書を作成する。
教育効果の高い学校施設、設備の整備

公立学校施設整備台帳作成事業、公立学校整備期成会負担金補助等
教職員等パソコン整備及びサポート事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,127

24年度 25年度

国県補助金等

事務局費

事務局費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

学校等教育施設を利用する児童生徒及び教職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学校施設整備推進化事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,183

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

コスト：支援業務委託料
Ｈ２５年度計画値：支援業務実施
設計による。１１５回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

×

○

○

○

Ü

×

×

○

×

○

×

×

合計

○

×

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,355

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,918

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 26

施　 策 教育環境の整備
1

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 18

施　 策 教育環境の整備
02～17

29 3

6,779

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,698

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

39,495

○

○

○

Ü

○

合計

○

Ü

○

○

○

×

○

○

○

×

○

×

○

39,495

工事・修繕費・維持補修材料費・
委託料・備品購入費
計画値：予算額
実績値：決算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 36,098

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

小学校施設・設備等管理・整備事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校管理費

小学校管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

小学校施設・設備・備品利用者（児童・教員・市民社会体育関係者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

○安心・安全な教育環境の整備による適正な学習環境の確保と享受
○学校開放に係る社会体育関係者（社会体育施設利用者）への利便性向上のための環境整備

小学校施設・設備の管理
小学校施設・設備の改修
小学校施設・設備の整備等
（修繕料、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等38,224

実績値

39,495一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

教育用ＰＣ　児童用　１３校分
計画値：ＰＣ配備台数
コスト：ＰＣリース支払い額・保
守代

年度

人

千円

330.00

0.60

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

105.14% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

12,081,808

合計

123.00

25年度

37,700,000.00

－

330.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

39,637,000.00

教育用PCの配備状況
330.00

工事・修繕料・委託料

－

実績値

計画値

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

166.00

合計

人

指　標　名　等

42,877

必要人員

42,877 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

12,454,960

37,742.3036,611.54

330.00

330.00

25,769,000.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

43,922

24,077,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

効率的な事務執行及びコスト削減の観点から、各学校単位で契約し
ていた業務を見直し、小学校全体での契約が可能な業務について
は、そのように改めた。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

182

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

小学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.70

43,922

0826
(42)0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

小学校管理費～向原小学校費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
倉田　英治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　亮

チェック

・建労安芸高田支部において、１年に１回程度、ボランティア
で修繕していただいている。
・学校とＰＴＡの連携により草刈り等、施設清掃が行われてい
る。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

2

35,893,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

182 教育委員会 教育総務課（小学校施設・設備等管理・整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 18

施　 策 教育環境の整備
02～17

29 3

5,508

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,291

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

11,533

○

○

○

Ü

○

合計

○

Ü

○

○

○

×

○

○

○

×

○

×

○

11,533

工事・修繕費・維持補修材料費・
委託料・備品購入費
計画値：予算額
実績値：決算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 19,195

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

中学校施設・設備等管理・整備事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校管理費

中学校管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

中学校施設・設備・備品利用者（児童・教員・市民社会体育関係者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

○安心・安全な教育環境の整備による適正な学習環境の確保と享受
○学校開放に係る社会体育関係者（社会体育施設利用者）への利便性向上のための環境整備

中学校施設・設備の管理
中学校施設・設備の改修
中学校施設・設備の整備等
（修繕料、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等20,190

実績値

11,533一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

教育用ＰＣ　生徒用　６校分
計画値：ＰＣ配備台数
コスト：ＰＣリース支払い額・保
守代

年度

人

千円

216.00

0.65

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

87.96% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等

7,908,092

合計

114.00

25年度

17,630,000.00

－

216.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

15,507,000.00

教育用PCの配備状況
216.00

工事・修繕・委託料

－

実績値

計画値

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

135.00

合計

人

指　標　名　等

24,703

必要人員

24,703 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

8,152,338

37,742.3136,611.54

216.00

216.00

12,037,000.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

25,481

11,327,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

効率的な事務執行及びコスト削減の観点から、各学校単位で契約し
ていた業務を見直し、中学校全体での契約が可能な業務について
は、そのように改めた。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

183

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

中学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.65

25,481

0826
(42)0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

中学校管理費～向原中学校費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
倉田　英治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　亮

チェック

・学校とＰＴＡの連携により草刈り等、施設清掃が行われてい
る。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

2

9,443,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

02

320.00

佐々木　亮

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている01

電話
倉田英治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.20

20,822

0826
（42）0049

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

小学校費　　　　　０３中学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

186

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

20,822

250.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

89.80%

41.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

スクールバス利用の児童・生徒数
美土里中学校　　　３４名
甲立小学校　　　　１０名

目標値
（目標年度）

49.00

24年度 25年度

44.00

44.00

6,800,000

154,545.45

215.00

250.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

150,000

1,000.00

150.00

計画値

コ ス ト

計画値

42.00

合計

人

指　標　名　等

8,495

必要人員

8,495

81.52%

－

38,262.50

実績値

単位当たりコスト③

実績値

スクールバス利用児童・生
徒数

対　前　年　比

人

ヘルメット購入補助決定児
童・生徒数

150.00

通学費助成決定児童・生徒
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

320.00

一般財源等合計

35.00

25年度

222.00

12,244,000

－

255.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

144.14% －

44.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

184.00

0.20

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

ヘルメット購入補助の適用を受け
た児童・生徒数

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

児童生徒の通学手段にかかる保護者の経済的負担を軽減し、義務教育に係る経費の負担の公平化を図る。

補助金交付（通学費補助、通学用ヘルメット補助
スクールバス運転業務委託
路線バス通学補助（独自乗車証の交付及びバス乗車委託金の交付…美土里小、美土里中児童生徒の一部）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等19,194

24年度 25年度

国県補助金等

学校管理費　　　　０１学校管理費

小学校管理費　　　０１中学校管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

遠距離通学する児童及び生徒の保護者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

通学助成事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,800

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

通学費助成の適用を受けた児童・
生徒数
バス通学＋自転車通学＋美土里小
学校定期バス

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

×

×

○

×

○

○

○

×

×

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,695

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,628

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 18

施　 策 教育環境の整備

29 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

186 教育委員会 教育総務課（通学助成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

備考欄（留意事項）チェック

教育総務費

事務局費

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

学校教育管理費（事務局費）

教育費

事務事業の概要（Plan）

○学資金（市奨学金）の貸付事業については、他の貸付事業及
び債権回収事業と統合すれば、事務の効率化に繋がると思われ
る。

○来年度以降、生活保護基準の見直し等により認定基準の見直
しの必要があると思われるので、国等の動向を把握し対応する
必要があると考える。

○

×

×

○

×

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

佐々木　亮

○ホームページ・広報等を利用し、情報提供をよりきめ細やか
に行い
周知を図る。

完了した

縮小して継続する

○

○計画値・目標値について設定しにくい分野ではあるが、市内
全児童
生徒の保護者に対し、本事業の目的等の周知徹底を確実に行う
必要がある。（扶助した額が確実に学校給食費の支払い等、児
童生徒の就学に対する援助費に充てられているか調査する必要
があると思われる。）

○償還事務について、今後償還義務者が増加し一部では滞納の
発生しておりさらなる滞納の増加を防ぐため、他債権の回収状
況など行政内の相互連携の継続的な緊密化が必要である。

担当部課

作成者氏名

10

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

0.20

28,177

300.00

28,841 一般財源等合計

35.00

国や県と重複のない事務事業である

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

教育委員会事務局　教育総務課 チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

0826
（42）0049

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

03

Ü

大事業

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

02

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

款

目

中事業

主務課長氏名
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

01

受益者負担を検証している

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

一般会計会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

電話
大田文子

187

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

②

解決できていない課題

●債権回収不可能の者の債権について

予算（大事業）名

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

改善により予算要求額変更内容

●平成２５年度は滞納整理を積極的に行った。成果として、収納率
が上がった。

③

①

年度

年度

－

年度

認定者数／申請者数
322人／332人

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

年度

平成２５年度
直接事業費（貸付）3,492,000
円

目標値
（目標年度）

年度

7.00

8.00

3,492,000

1.00

436,500.00

－

10.00

1.00

100.00 100.00

1.00

24年度 25年度

1.00

合計

人

指　標　名　等

29,847

必要人員

30,440 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
学資金貸付者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

特別支援就学奨励認定者数
40.00

就学援助認定者数

実績値

計画値

340.00

330.00

実績値

23,897,235

効
率
性

受益者負担

有
効
性

322.00

25年度

千円

350.00

22,305,612

－

60.00 89.81

97.14 96.99

計画値

－

36.00

48.00

70,285.99

30.00

計画値

実績値

65.00 65.00

37,055.97

30.00

備 考
（指標の計算方法、算式等）

2６年度

94.71% －

69,272.09

収納額／返還請求額
3,574,624円／3,980,000円

－

－

87.00

100.00

平成２５年度
直接事業費　   1,366,198円
国庫補助金　　　487,000円

－

－

7.00

412,285.71

7.00

1,111,679 1,366,198

37,949.94

－ 年度

今後の計画値
（計画年度）

平成２５年度
直接事業費　 　22,305,612円
国庫補助金　　　　177,000円

－

1.00

－

年度

25,612一般財源等

人件費

人

25,612

25,612

国県補助金等27,213 664

24年度 25年度

国県補助金等

財源（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

小中学校児童生徒及び高等学校等の学生

コスト コスト（千円）

内　　　容

コスト（千円）

人件費 受益者負担

就学機会の確保

1

就学援助事業

9 平成

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

事務事業名

対　　　象
（誰のために）

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

主要施策

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

単位当たりコスト①

コ ス ト

コ ス ト

就学援助認定率

28,745

人件費

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

10.00

受益者負担

千円

人0.05

2,886,000

120.00%

1,6281,695

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
学資金返還収納率

指標化できない成果

計画値

実績値

単位 計画値

実績値

○

Ü

×

×

○

Ü

○

○

×

×

○

○

Ü

合計

×

Ü

×

市民への情報提供を行っている

○

Ü

○

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

指　標　名

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

市
民
参
画

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

593

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

学校教育総務費

扶助費の支給（就学援助費、特別支援教育就学奨励費）
学資金の貸付（安芸高田市奨学金）

財源（千円）

直接事業費

27 3

26年度

奨学金審査会開催回数

主な
関連

予算・
事業名

項

平成 16

施　 策 教育環境の整備 事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

187 教育委員会 教育総務課（就学援助事業）.xls



年 月 ～ 年 月

教育総務費

事務局費

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

Ü

備考欄（留意事項）

全国的に学校施設の耐震化について取り組みが進んでおり、安
芸高田市も計画に沿って着実に進めている。児童生徒の安全安
心を確保するための施策であり、妥当性は十分あると判断して
いる。

毎年4/1現在の状況として、学校施設の耐震化状況を市のホー
ムページで公表している。

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　亮

チェック

専門性をもった人材はいないが、県が主催する研修会等に参加
して、職員の能力向上につなげている。

学校耐震化推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている２

電話
柳川知昭

市民のニーズを的確に把握している

0.80

149,288

0826
（42）0049

２

250,362

-

一般財源等

24年度

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

536

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

耐震補強工事の施工に合わせて、学校施設の改修を実施して、
経費の削減を行っている。

平成２５年度末の耐震化率は95.5%（64棟/67棟）となった。現
在、推進している学校規模適正化計画において、統合される予定の
小学校校舎３棟を除いて、事業は一定の整理ができた。学校統合に
より残り３校の校舎が未使用可となり耐震化率は100％となる見込
みである。

解決できていない課題

③

改善項目

年度

年度

年度

年度ごとの耐震化施工済棟数

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

H28 年度－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

9安芸高田市内小中学校の建築物
の棟数全67棟
耐震改修が必要ない棟数　36棟
耐震改修実施棟数　Ｈ22-9棟、
Ｈ23-3棟　H24-10　計画棟数
Ｈ24-13棟、Ｈ25-6棟、Ｈ26
以降-3棟保留

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

90.00

95.50

110.40%

95.50

86.50

10.00 6.00

13.00 3.00

－

－

－

－

156.00

合計

人

指　標　名　等

40,339

必要人員

414,452 一般財源等

時間外勤務手当 千円

実績値

単位当たりコスト③

実績値
耐震化率

対　前　年　比

%

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

合計

141.00

25年度

－

-

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

－

100.00100.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

0.00

人

千円

0.75

単位当たりコスト①

耐震化２次診断進捗率

－

26年度

人

千円

Ｓ造診断対象棟数　10棟
内診断実施済棟数10棟
内耐震化済棟数　3棟
耐震2次診断実施済　Ｈ19-0
棟、Ｈ20-0棟、Ｈ21-0棟、Ｈ
22-5棟　Ｈ23-5棟

年度実績値

20一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

安全安心な学校教育環境の確保
教育効果の高い学校施設、設備の整備

調査及び情報の集積
　耐力度調査事業、耐震化優先度調査事業、耐震診断業務、耐震工事設計業務、耐震工事の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等243,850 101,074

24年度 25年度

国県補助金等

教育環境の整備に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

学校施設管理者及び施設利用者

コスト コスト（千円）

内　　　容

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学校耐震化推進事業

9 平成

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 408,097

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

%

単位

%

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

耐震化Ｓ造診断進捗率

　
　
成
果
指
標

単位

棟

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
耐震化実施済棟数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

20

２次診断対象棟数　24棟
内診断実施済棟数24棟
内耐震化済+耐震性有棟数11棟
（木造含む)
2次診断実施済　Ｈ19－0棟、Ｈ
20－0棟、Ｈ21－8棟、Ｈ22－
12棟、H23-4棟

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

○

○

×

×

Ü

×

×

○

×

○

○

Ü

合計

×

Ü

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

20

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,355

374,113

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,512

平成 16

施　 策 教育環境の整備
２

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

536 教育委員会 教育総務課（学校耐震化推進事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

児童・生徒以外にも、情報発信の意味で、積極的に視察や試食
会を開催している。

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

300.00

佐々木　亮

チェック

成果指標の達成に向けて、日々数値を管理してきた。引き続き
目標達成のため取り組む。実績としては、地場産物の活用率
は、平成２５年度の計画値3９.0％に届かなったが、38.８％
になった。

センター化することによって、一定のコスト削減はできている
が、他市町との比較も検討していきたい。また、施設管理経
費・アグリへの調理・配送業務委託料（平成26年度まで）の
見直しを検討していきたい。また光熱水費の削減として、平成
２５年度から午後ボイラーを１基停止しガス代の削減を図っ
た。

学校給食検討委員会の答申結果を踏まえて、センター建設に
至っており、平成23年4月から本稼働している。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
吉　川　　隆

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

2.20

200,955

0826
（52）7111

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

教育委員会費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

549

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

給食センターの施設について多額の修繕費が急に発生しないよう
に、定期的な点検等により問題個所の早期発見を行う。また光熱水
費の削減として、平成２５年度から午後ボイラーを１基停止しガス
代の削減を図った。

解決できていない課題

食育の推進のため、地場産野菜の年間を通した安定的な確保を農協と協
力して行ってきたが、まだ不十分である。

③

200,955

246.95

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

品目ベース
地場産食品数÷全体食品数

－

年度－

120.00%

31.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

栄養教諭、栄養士が市内の給食提
供施設を訪問し、食育訪問を行
う。出向いた回数をカウントす
る。平成２５年度は、食に関する
指導を行ったため増加した。

目標値
（目標年度）

30.00

24年度 25年度

30.00

36.00

1,450.00

246.95

－

38.20 38.80

38.00 39.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,358.00

計画値

コ ス ト

計画値

457.00

合計

人

指　標　名　等

195,987

必要人員

197,675

95.43%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
食育指導回数

対　前　年　比

回

地場産物使用回数
750.00

一食当たりコスト

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

313.04

一般財源等合計

386.00

25年度

298.30

－

1,450.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

104.94% －

36.00

計画値

－

計画値

実績値

2,652.00

5,323.00 6,124.00

4,258.00

－

－

5,500.00

40.00

年間残食量

人

千円

1,423.00

2.20

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

月別の地場産物使用食品数を食材
ごとにカウントする。平成２５年
度は対象品目の見直しを行ったた
め減少した。
地場産物=安芸高田市+広島県産の
産物

年度実績値

184,871一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

安全・安心で子どもたちが楽しみにする「おいしい給食」を、日々安定的に提供する。
食材は、地場産物を積極的に活用する。また成長期にある子どもたちが、「食」に関する知識と能力を総合的に身につける
ことができるよう食育活動を推進する。

1.安全・安心で子どもたちの喜ぶおいしい給食の提供を基本に、1日約3,0０0食を調理し配送する。
2.広島北部農協や安芸高田アグリフーズと連携し、地場産物の活用に積極的に取り組むとともに、食への理解を深めるため
「食育指導」を実施する。
3.適切な設備・施設管理を行い、効率的で衛生的な事業運営をする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等183,048

24年度 25年度

国県補助金等

教育委員会費

教育委員会の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市立の幼稚園、保育所、市内私立幼稚園の3歳以上の幼児及び保育士。
市立の小・中学校の児童・生徒及び教職員。約3,000人。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

給食事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 179,033

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

kg
残食量

指標化できない成果

計画値

実績値
地場産物の活用率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

184,871

給食一食当たりのコストを計算す
る。
年間運営経費（直接事業費）÷年
間給食提供数（５８４,７４３）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

×

×

×

Ü

○

○

Ü

○

○

○

×

合計

×

○

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

184,871

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

18,642

1,688

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

17,907

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 23

施　 策 教育環境の整備
1

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

549 教育委員会 教育総務課（給食事業）.xls


